
価格転嫁・取引適正化の取組の状況について

2026年９月

経済産業省

中小企業庁
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• 2026年３月の「価格交渉促進月間」を踏まえ、2025年10月から2026年３月までの期間における価格交
渉・価格転嫁・支払条件の状況について、中小企業30万社に対しアンケート調査を実施。

• 調査の結果を６/26（金）に公表。

2026年３月「価格交渉促進月間」フォローアップ調査結果概要

⚫ 調査期間 ： 2026年４月20日（月）～６月３日（水）

⚫ 回答企業数 ： 69,625社（回答から抽出される発注者数は延べ91,233社） ※前回調査：69,988社（延べ86,538社）

⚫ 回収率 ： 23.2％ ※前回調査：23.3％

結果概要

価格転嫁率

⚫ 価格転嫁率は、前回から0.7ポイント増の54.2％（前回53.5％）。

⚫ 官公需取引に限った場合の価格転嫁率は、前回から3.7ポイント下落し、48.4％（前回52.1％）。
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※2022年3月は集計方法が異なるため参考値。

価格転嫁率の推移
（％）

※ 価格転嫁率は、「実際のコスト上昇分のうち、価格転嫁が実現した割合」の回答の平均値。以下同じ。
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• 多くの業種で前回結果より転嫁率の改善がみられるが、業種別でも差がある状況。

• 受注側企業の取引段階が深くなるにつれて、価格転嫁率が低くなる傾向はみられるものの、３次請けの転
嫁率が初めて５割を超え（50.2％）、 １次請けと４次請け以上との転嫁率の差は縮小。

価格転嫁の状況（業種別・取引段階別）

業種別の価格転嫁率

※↑：１～４ポイント上昇、↑↑：５～９ポイント上昇、↑↑↑：10ポイント以上上昇。

2026年３月 コスト増に対する転嫁率

全体 54.2% (53.5%)

業
種
別

1位 化学 ↓ 65.9% (66.7%)

2位 電機・情報通信機器 ↑ 63.6% (60.6%)

3位 造船 ↑ 62.4% (59.4%)

4位 飲食サービス ↑ 62.0% (57.2%)

5位 機械製造 ↑ 61.4% (59.4%)

6位 自動車・自動車部品 ↑ 61.2% (58.9%)

7位 食品製造 ↑ 59.5% (59.3%)

8位 製薬 ↑↑↑ 57.2% (46.7%)

9位 情報サービス・ソフトウェア ↑↑ 56.7% (50.9%)

10位 鉱業・採石・砂利採取 ↑ 56.5% (52.9%)

11位 金融・保険 ↑ 56.5% (56.2%)

12位 電気・ガス・熱供給・水道 ↑ 56.2% (52.7%)

13位 金属 ↑ 55.1% (54.2%)

14位 石油製品・石炭製品製造 ↑ 54.7% (50.0%)

15位 卸売 ↑ 54.6% (54.1%)

16位 小売 ↑ 54.3% (54.0%)

17位 紙・紙加工 ↑ 53.4% (50.0%)

18位 建設 ↓ 53.0% (53.2%)

19位 不動産業・物品賃貸 ↑ 52.9% (51.7%)

20位 運輸・郵便（トラック運送除く） ↑ 52.8% (52.4%)

21位 印刷 ↑ 51.7% (49.9%)

22位 警備 ー 50.5% ー

23位 繊維 ↑ 50.2% (48.1%)

24位 生活関連サービス ↑ 49.3% (48.9%)

25位 建材・住宅設備 ↑ 48.9% (47.2%)

26位 通信 ↑ 48.1% (46.6%)

27位 広告 ↑ 44.0% (43.4%)

28位 農業・林業 ↑ 42.4% (42.3%)

29位 廃棄物処理 ↑ 42.0% (41.1%)

30位 放送コンテンツ ↑ 41.4% (40.1%)

31位 ビルメンテナンス ー 40.2% ー

32位 トラック運送 ↓ 34.5% (34.7%)

n=76,339 転嫁率
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※（）内は前回の転嫁率を示す。

▲12.6％▲9.7％

受注側企業の取引段階と価格転嫁率

28.3%

25.8%

22.6%

20.5%

21.5%

23.5%

21.8%

17.7%

10.7%

11.1%

11.5%

13.6%

24.7%

23.6%

25.3%

23.9%

14.0%

15.2%

17.9%

23.3%

0.8%

0.9%

0.8%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１次請け

２次請け

３次請け

４次請け

以上

10割 ９～７割 ６～４割 ３～１割 ０割 マイナス

3



転嫁率（全体） 工事 役務 物品 件数

官公需全体 48.4% (52.1%) 48.7% (52.9%) 47.6% (48.5%) 48.9% (53.1%) 7,840 (7,193)

国（府省庁） 57.8% (60.7%) 59.2% (66.5%) 58.0% (53.3%) 43.6% (45.9%) 504 (497)

独法等※ 53.8% (54.5%) 59.0% (69.7%) 50.2% (48.7%) 56.2% (55.3%) 278 (302)

都道府県 50.6% (54.9%) 51.6% (54.8%) 50.2% (50.9%) 43.3% (61.5%) 2,380 (2,322)

市区町村 45.7% (49.2%) 45.3% (49.7%) 45.0% (46.4%) 49.6% (49.9%) 4,678 (4,072)

件数 7,840 (7,193) 5,235 (5,100) 1,618 (1,325) 745 (657) ー ー

官公需における組織別・業種別の価格転嫁の状況

• 全体として価格転嫁率が前回よりも低下傾向にあり、官公需における価格転嫁への対応が不十分な結果。

• 組織区分で見ると、国（府省庁）の転嫁率が最も高く、独立行政法人等、都道府県、市区町村の順に転
嫁率が低下しており、規模の小さな機関まで含め取組を進める必要。

※ 業種別結果は、30件以上の回答があった業種のみを集計。

組織区分
取引内容

受注企業の業種別結果

業種区分 価格転嫁率 件数

情報サービス・ソフトウェア 63.6% (42.2%) 71 (64)

卸売 52.0% (55.7%) 247 (213)

建設 48.8% (52.1%) 4,713 (4,434)

小売 46.6% (56.6%) 158 (149)

生活関連サービス 46.3% (42.8%) 36 (50)

ビルメンテナンス 43.2% ー 192 ー

業種区分 価格転嫁率 件数

印刷 40.4% (41.4%) 129 (103)

電気・ガス・熱供給・水道 39.7% (50.0%) 112 (109)

農業・林業 38.6% (56.4%) 35 (22)

廃棄物処理 38.6% (36.2%) 137 (128)

放送コンテンツ 35.0% (48.2%) 40 (34)

警備 27.7% ー 38 ー

組織区分・取引内容別結果 ※ 独法等は、国立研究開発法人、国立大学法人等を含む。括弧内は前回2025年9月の結果。
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＜企業リスト＞

⚫ 公表対象企業は過去最大の557社に増加、うち初掲
載が89社。

⚫ 価格交渉・価格転嫁・支払条件がいずれも最高評価
（「ア・ア・ア」）の企業の割合は全体の２割。

⚫ 今回から、パートナーシップ構築宣言の宣言状況につ
いても掲載。

＜官公需リスト＞

⚫ 官公需における公表対象機関は過去最大の92機関
に増加。

⚫ 価格交渉は、「ア」の機関の割合が増加し、「エ」が０
に減少。一方、価格転嫁は、「ア」「イ」が減少、「ウ」の
割合が増加。

2026年３月月間に基づく発注者リストの公表（2026年８月４日公表）

• フォローアップ調査において、 10社以上の中小企業から主要な取引先として挙げられた発注者について、発注
者ごとに、交渉・転嫁・支払条件の状況を「ア」～「エ」の４段階で整理したリストを公表。

ア 平均値が７点以上

イ 平均値が４点以上、７点未満

ウ 平均値が０点以上、４点未満

エ 平均値が０点未満 5

発注者リスト（冒頭抜粋）



発注者リスト掲載企業の業種別結果

• 2026年３月の調査を踏まえた発注者リストにおいて、評価を掲載した557社のうち、約半数が製造業、約４
分の１が建設業の事業者となった。

• 価格交渉、価格転嫁、支払条件のそれぞれで評価「ウ」または「エ」となった企業では、建設業の占める割合が

他の業種と比べ高い。製造業、不動産業、貨物運送業などにおいても、評価の芳しくない企業が残存している。
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「ウ」または「エ」の評価を受けた企業の業種分布発注者リスト掲載企業全体の業種分布

※このほか、支払条件については「ウ」または「エ」となった企業は１社のみであるが、
建設業の事業者。



• 官公需における価格転嫁・取引適正化の実態把握を強化するため、官公需に特化して、受注側の中小企業
に対し、国等・地方公共団体との取引状況を把握するための調査を実施中。

• 併せて、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に基づく措置状況調査について、小規模な自治体を
含め、全自治体に対象を拡充して調査を実施中。両調査ともに、結果は年度内に公表予定。

官公需の取引状況に関する実態把握について

官公需の取引状況の実態把握を強化する。今年度から調査対象を全て の地方公共
団体まで拡大した新たな調査を開始する。総務省において は、調査が円滑に実施され
るよう協力すること。また、各府省庁にお いても、契約先リストの提供等に協力すること。 

中小企業
（取引先）

官公需における取引状況調査

国等・地方公共団体から契約先リストを提出していただき、
当該リストに掲載された中小企業に対し調査を実施

国等・地方公共団体
（1,984機関） 契約先リスト提出

（取引のある中小企業情報）

10社以上の中小企業から回答があった発注者（国等・
地方公共団体）の状況をリスト形式で整理し公表予定

【参考】契約先リスト未提供機関（38機関）

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 
に基づく措置状況調査

○国等（※） 196機関

○都道府県 47機関

○すべての市町村 1,718機関

○東京都特別区 23機関
合計1,984機関

（※）府省庁、独立行政法人、国立大学法人等

人口10万人未満の小規模な自治体を含めて、基本方針
に基づく措置の状況を確認

■調査対象

岩手県久慈市 長野県上伊那郡辰野町 島根県飯石郡飯南町

秋田県山本郡八峰町 長野県下伊那郡平谷村 島根県隠岐郡海士町

山形県最上郡大蔵村 長野県下伊那郡売木村 熊本県上益城郡甲佐町

福島県大沼郡三島町 長野県下水内郡栄村 熊本県葦北郡津奈木町

福島県東白川郡矢祭町 静岡県賀茂郡松崎町 熊本県球磨郡山江村

福島県双葉郡富岡町 滋賀県愛知郡愛荘町 宮崎県児湯郡西米良村

福島県相馬郡新地町 滋賀県犬上郡豊郷町 鹿児島県鹿児島郡十島村

群馬県吾妻郡長野原町 京都府相楽郡和束町 鹿児島県大島郡宇検村

埼玉県入間郡越生町 奈良県山辺郡山添村 鹿児島県大島郡伊仙町

埼玉県児玉郡神川町 奈良県磯城郡三宅町 沖縄県島尻郡座間味村

東京都西多摩郡檜原村 奈良県高市郡明日香村 沖縄県島尻郡南大東村

新潟県三島郡出雲崎町 奈良県吉野郡天川村 沖縄県島尻郡伊平屋村

山梨県北都留郡小菅村 鳥取県西伯郡日吉津村

※９月９日時点
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• 官公需印刷物の適正な予定価格の作成に必要な考慮事項を整理し、併せてその実効性を確保するため、
最低制限価格制度等の導入や地域要件・設備要件の導入について、各地の導入事例等を示して導入を働
きかける「官公需印刷物の入札・契約について（通知）」 を、令和8年7月に経済産業省及び総務省から
地方公共団体に対し発出。

• 業界団体（全日本印刷工業組合連合会）としても、各都道府県に所在する組合員が地方公共団体と交
渉を行う材料として通知文を活用しており、官民で取組を進めているところ。

• 印刷業における低入札価格調査制度等の基準について、経済産業省において適正な率の算定方法を作成
し、各府省庁及び地方公共団体に対し、令和8年秋頃に経済産業省から通知を行う予定。

印刷業における官公需関連の取組

「官公需印刷物の入札・契約について（通知）」 概要

• 適正な予定価格の作成について

➢ 過去の発注実績のみから予定価格を作成することは適正ではない。事業者の印刷設備の有無や発注者の所
在する地域に関する事情を考慮するとともに、「積算資料 印刷料金（一般財団法人経済調査会）」を使用
することを推奨。

• 最低制限価格制度等の導入について

➢ 印刷物の調達に関して最低制限価格制度の対象となる「製造請負契約」への見直しを依頼。最低制限価格
制度の導入事例、最低制限価格の算定方法の事例を紹介。

• 参加資格・加点基準としての地域要件・設備要件の導入について

➢ 応募する社の事業所の所在地に関する要件（地域要件）・自社の保有する印刷設備で印刷を行うことに関
する要件（設備要件）を定めることを推奨。地域要件・設備要件の事例を紹介。
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• ６月１日より、中東情勢の影響についてナフサ関連製品を原材料として製造等を行う業種について重点調査
を実施。

• ６月以降実施したヒアリング総数2,593件のうち、８月31日時点において、中東情勢の変化により、コストへ
の影響が確認された事例は1,954件。そのうち、中東情勢の影響によるコスト上昇分を「全額価格転嫁でき
た」は772件、「転嫁できなかった」は110件確認されたところであり、引き続き状況を注視していく。

⚫塗料や切削油の値上がりの都度価格交渉を実施しており、コスト上昇分は満額価格転嫁ができている。取適法施行など国の政策による
効果があると感じる。大手企業ほど価格交渉を申し入れてくるようになり、減額や威圧的な交渉がなくなった。（生産用機械器具製造業）

⚫原材料のビニール価格の値上げにより、2026年7月に取引先と価格交渉を行った。交渉後は約1か月間受注が減少する傾向があり、転嫁
率も約6割にとどまったため、満足できる十分な価格転嫁には至っていない。（プラスチック製品製造業）

⚫ ナフサ由来原材料の値上げにより、取引先に対して2026年6月からの価格改定を申し入れたが、メールや電話で連絡しても取引先の担当
者から反応がない状態が続いている。7月にも別の原材料の値上げにより価格改定を申し入れたが、反応がなく、困っている。（化学工業）

取引Gメンによる中東情勢の影響に係る調査結果について

取引Gメンによる調査件数

【6/1指示事項】
中東情勢の影響により原材料価格が上昇している。3月末に発出した 価格転嫁の要請の趣
旨等も踏まえ、中東情勢の影響について、関係省 庁において、「取引Ｇメン」、「優越Ｇメン」、
「建設Ｇメン」、「トラック・物流Ｇメン」、「フードＧメン」による1,000人体制で、中東情勢 の影
響を重点調査し、価格転嫁の徹底を図ること
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価格転嫁に関する受注側中小企業の生の声

ヒアリング総数（６月以降実施分） 2,593件

うち、中東情勢変化により、コストへの影響あり 1,954件

具
体
的
な
状
況

① 中東情勢によるコスト上昇分を全額価格転嫁できた 772件

② 中東情勢によるコスト上昇分の一部を価格転嫁できた 284件

③ 中東情勢によるコスト上昇分について、価格転嫁できなかった 110件

④ 中東情勢によるコスト上昇分について、価格転嫁の交渉中 176件

⑤ 中東情勢により、コストが上昇しているものの、価格交渉するか検討中 612件

（８月31日時点）
コストへの影響に対する具体的な状況

①39%

②15%
③6％

④9%

⑤31%

①全額価格転嫁できた ②一部価格転嫁できた ③価格転嫁できなかった

④交渉中 ⑤検討中

コストへの

影響あり

1,954件

【6/1～8/31時点】

事例確認



⚫ 食品製造業
⚫ 繊維業
⚫ 建材・住宅設備業
⚫ 紙・紙加工業
⚫ 機械製造業
⚫ 電機・情報通信機器製造業
⚫ 自動車・自動車部品製造業
⚫ トラック運送業
⚫ 小売業

各業界においてみられる主な商慣習について

減額（歩引きやリベート等を含む） 型、治具等の無償保管

発注書面の不交付

契約後の仕様・納期変更/返品

⚫ 建材・住宅設備業
⚫ 紙・紙加工業
⚫ 金属業
⚫ 機械製造業
⚫ 電機・情報通信機器製造業
⚫ 自動車・自動車部品製造業

⚫ 印刷業
⚫ 通信業
⚫ 放送コンテンツ業
⚫ 情報サービス・ソフトウェア業
⚫ 広告業

⚫ 繊維業
⚫ 建材・住宅設備業
⚫ 印刷業
⚫ 金属業
⚫ 機械製造業
⚫ 自動車・自動車部品製造業
⚫ 放送コンテンツ業
⚫ 情報サービス・ソフトウェア業
⚫ 広告業

原材料、在庫保管の強要

⚫ 食品製造業
⚫ 繊維業
⚫ 機械製造業
⚫ 電機・情報通信機器製造業

※過去の取適法（下請法）上の勧告事例や取引Gメンヒアリングの内容等を参考に中企庁作成。

価格や仕様の変更、在庫の取り扱いや検査プロセス等について適切に定めた「標準契約書」を作成し、周知を
徹底。会員企業については、その使用を努力義務化し、使用率をKPIとして実績値を収集・可視化する。

知的財産権の帰属・侵害

⚫ 建材・住宅設備業
⚫ 印刷業
⚫ 機械製造業
⚫ 放送コンテンツ業
⚫ 情報サービス・ソフトウェア業

• 各業界において引き続き、価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習が確認されている（以下15業種）。

• 商慣習の是正のため、業所管省庁と業界団体が連携し、具体的な行動に移していくことが必要。

取引実態把握
（業界団体主体の取組）

標準契約事項の決定
（業界団体主体の取組）

官民連携の検討会
（行政主体の取組）

具体的な改善取組の例

業界団体会員企業側から取引先に対して、取引実態に関する調査を実施。実務実態の把握を行うとともに、
アンケートの内容に関連したKPIを業界として設定し、会員企業の達成状況を継続的にフォローアップする。

業所管課と業界団体とが中心となり、サプライチェーン上の関係者を集め、取引適正化を議題とする会議を開
催。実務上の課題や業界特性を踏まえた具体的なアクションの検討を前に進める。

６月１日WG資料
再掲・一部追記
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• 取引Gメンによるヒアリングでは、価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習が数多く確認されている。

• 以前から歩引きの慣習があり、業界内では珍しいことではない。季節品に関して、初回納品分で歩引きが発生することが多い。また、専売品を含む全商

品に、１～数％のリベート、センターフィーが発生・徴収されている。（繊維業）

• 自社の請求額に対して、理由なく一定割合の歩引きが行われている。（小売業）

• 支払いが手形から現金に変更になったときから歩引きをされている。歩引きされた上で、振込手数料を引かれて代金が振り込まれる（紙・紙加工業）

価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習の具体例

減額（歩引きやリベート等を含む）

中小企業庁から説明のあった「価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習」について、各業所管
省庁においては、業界団体への通知から一歩 踏み込んで、商慣習を是正するための業界団体
の主体的な点検や具体 的な取組方針の策定など、具体的なアクションにつながるようフォロ ー
アップをすること。その内容については、次回以降のワーキンググ ループで報告を求める。 
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型、治具等の無償保管

• 金型の管理（保管・廃棄及びその費用負担）について書面での取り交わしをしていない。更新、補修など金型のメンテナンス費用発生についても取り決

めがなく今まで請求できていない（建材・住宅設備業）

• 金型の保管や廃棄に関して、費用の協議もなく、ルールも存在しない。2024年に生産中止となった金型100トンについて、廃棄指示及び引き取りもな

い。（電機・情報通信機器製造業）

• 取引先が所有する金型のうち、700～800型を、無償で預かっており、休眠している型も約200型ある。保管料の請求により競合する他社に転注される

ことを恐れて交渉を申し入れたことはない。（金属業）

業界ごとの商習慣の是正に向けた取組

原材料、在庫保管の強要

• 納品予定表などのスケジュール案内がなく、原材料や在庫の負担が重い。取引先に引き取りをお願いしたが、断られた。（電機・情報通信機器業）

• 取引先の商品の売れ行きが悪く在庫過多になっている。取引先に取引拠点を貸し出しているが、取引先は相当の保管料を支払っていない。取引先の

心証を悪くすることを懸念し、保管品の引き取りを申し入れできていない。（繊維業）

類似事例が確認されている業界：食品製造業、機械製造業、建材・住宅設備業、電機・情報通信機器製造業、自動車・自動車部品製造業、トラック運送業

類似事例が確認されている業界：紙・紙加工業、機械製造業、自動車・自動車部品製造業

類似事例が確認されている業界：食品製造業、機械製造業



• 通常はリードタイムが1週間必要なところ、翌日納品などを要求されることがある。その際に短納期対応分の割り増し価格をのせて請求するが、一切払って

もらえない。（機械製造業）

• システム開発案件を受託しているが、取引最上位の取引関係者の意向で仕様が当初から何回も変更になったにもかかわらず、「予算が決まっている」と

言われ、価格上昇分は取引価格に反映されなかった。（情報サービス・ソフトウェア業）

• 映像作品製作において、不測の事態により追加費用が発生することがあるが、追加費用の負担に関しての書面上の明確な取り決めはなく、スケジュール

遅れが発生したときに納期に間に合わせるための追加対応費用などは費用請求の対象外となる（放送コンテンツ業）

• もともと合意していた納期に間に合うように製造したにもかかわらず、指定された納期が保留された。何度も納品を申し入れたにもかかわらず、結局分納と

なり、4か月に分けて4分の1ずつ納品することになった。（印刷業）

契約後の仕様・納期変更/返品

中小企業庁から説明のあった「価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習」について、各業所管
省庁においては、業界団体への通知から一歩 踏み込んで、商慣習を是正するための業界団体
の主体的な点検や具体 的な取組方針の策定など、具体的なアクションにつながるようフォロ ー
アップをすること。その内容については、次回以降のワーキンググ ループで報告を求める。 
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発注書面の不交付

• 発注書は今まで交付されたことがない。受注金額は暗黙の相場観があり、電話で口約束で決まる。特別な場合を除いて自社から見積書を発行すること

もなく、事後に請求書を発行するのみである。（放送コンテンツ業）

• 受注すると、口頭でイベント情報や主催者からの製品イメージ情報の連絡が来る。（印刷業）

知的財産権の帰属・侵害

• 自社が設計した図面の提出を求められ提出したが、その後、その図面が他社への合い見積もりに依頼する内容の仕様として使われていることが発覚した。

クレームを入れると契約を外されるかもしれないと思い、特段申し入れはしていない。（建材・住宅設備業）

• 「参考にしたいのでソースコードを提供してくれ」と言われ、理由を尋ねたら「他社で開発することにしたので流用する」と言われた。やむをえずに無償提供さ

せられたソースコードはその後、ほかの開発案件で使われている形跡が確認された。（情報サービス・ソフトウェア業）

• 印刷したものを納品する契約であるにも関わらず、自社が編集したデータの無償提供をお願いされることが頻繁にある。（印刷業）

類似事例が確認されている業界：建材・住宅設備業、繊維業、金属業、自動車・自動車部品製造業、広告業

類似事例が確認されている業界：通信業、情報サービス・ソフトウェア業、広告業

類似事例が確認されている業界：機械製造業、放送コンテンツ業

価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習の具体例



• これまで、取適法の執行等を通じて取引適正化を進めてきた。しかし、取引適正化を阻害する商慣習がなお

残存。取適法等の執行・周知だけでなく「取引条件全体」を捉え、問題のある商慣習の積極的な是正まで踏

み込む必要。

• 商慣習は、業界全体に根付いているものも多い。業所管課と業界団体とが主体となり取り組むことが重要。物

価高を上回る賃上げを実現するためにも、周知から一段踏み込み、第三者からの視点も取り入れながら、是正

に向けた取組の進捗と結果を検証していく段階へと移行する必要。

商慣習の是正に向けた対応

従来の取組

中小企業庁から説明のあった「価格転嫁・取引適正化を阻害する商慣習」について、各業所管
省庁においては、業界団体への通知から一歩 踏み込んで、商慣習を是正するための業界団体
の主体的な点検や具体 的な取組方針の策定など、具体的なアクションにつながるようフォロ ー
アップをすること。その内容については、次回以降のワーキンググ ループで報告を求める。 
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●是正すべき商慣習について、各業界での自主的な改善を促進。

新しい方向性

業所管省庁に対して、業界団体への周知や今後の商慣習是正に向
けた、具体的なスケジュール、取組の方向性の提示。

業界団体

業所管課

業界団体

施策周知
自主行動計画改定依頼等

業所管課 業界団体

進捗の確認
取組への協力

取組状況の報告

取組の進捗
を報告

●政府側の基本対応は、取組の呼びかけや周知等。

●是正すべき商慣習について、具体的に特定。

●業界団体の達成目標、取組状況を政府側が確認。

●政府も取組に協力。有識者からも助言。



• 中小企業の取引適正化を促すため、中小受託取引適正化法（取適法）の勧告を受けた事業者については、

経済産業省の補助金交付や入札参加資格を停止する措置を検討中。

補助金交付・入札参加資格の停止について

14

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025年

改訂版」（令和７年６月13日閣議決定）における記載

➢ 中小企業の取引適正化を一層推進するため、中小受託

取引適正化法違反により勧告を受けた企業には、行為の

内容や中小企業との取引への影響等の観点に留意しつつ、

補助金交付や入札参加資格を停止する方策を検討し、

措置していく。 

【参考】大阪府の取組事例

• 大阪府において、公正取引委員会から下請代金支払遅延等

防止法第７条第３項に基づく「勧告」を受けた事業者について、

入札参加停止とした事例がある。

令和７年１月24日 「中小企業等の活力向上に関する

ワーキンググループ」における青木官房副長官（当時）の指示

➢ 各事業所管省庁は、中小企業庁・公正取引委員会と連

携して、下請法の勧告を受けた事業者に対する、補助金

交付や入札参加資格停止措置の方策の検討（中略）

等についても対応してください。

（参考）大阪府HP 入札参加資格者の入札参加停止について

https://www.pref.osaka.lg.jp/hodo/fumin/o040100/prs_51265.html
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